
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 兵庫県尼崎市平成25年度

経常収支比率の分析

人 口
う ち 日 本 人

面 積
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支
標 準 財 政 規 模
地 方 債 現 在 高

467,125
456,141
50.26

189,840,498
189,083,487

217,881
99,641,016
264,270,516

人(H26.1.1現在)
人(H26.1.1現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円
千円

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

-
-

13.0
147.7

％
％
％
％

市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H21  中核市  H22  中核市  H23  中核市
H24  中核市  H25  中核市

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

※　市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※　住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

人件費 類似団体内順位
18/42

全国平均
23.7

兵庫県平均
25.0

人件費の分析欄

　これまでから定数削減や給与等の抑制を行ってきた結果、類似
団体との比較においては人件費に係る経常収支比率が0.8ポイント
低くなっている。平成22年度から平成24年度までは、厳しい財政状
況に対応するため、地域手当の削減に加え、期末勤勉手当の削
減を行っており、また、平成25年度から平成27年度においては、給
料月額の削減を行っているところである。今後とも、国の給与水準
や本市の財政状況を勘案する中で適正な水準の維持に努めるとと
もに、事務事業の見直しやアウトソーシングによる執行体制の見直
しを行っていく。
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物件費 類似団体内順位
13/42

全国平均
13.7

兵庫県平均
11.4

物件費の分析欄

　平成15年度からは『経営再建プログラム』、平成20年度から平成
24年度までは『“あまがさき”行財政構造改革推進プラン』、平成25
年度以降は「『あまがさき「未来へつなぐ」プロジェクト』により、財政
の健全化に向けた様々な節減努力を行ってきており、近年事務の
アウトソーシングを進めていること等により微増傾向にはあるが、
物件費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っている。今後
も、新たな視点・仕組みを取り入れて、コスト削減に取り組んでい
く。
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扶助費 類似団体内順位
41/42

全国平均
11.3

兵庫県平均
11.9

扶助費の分析欄

　本市は類似団体と比較し、特に生活保護受給者の割合（保護
率）が高いことによって、扶助費に係る経常収支比率が突出して高
くなっており、本市の財政状況の硬直化の大きな要因となってい
る。生活保護医療扶助費等、引き続き適正な執行に向けた見直し
を行っていく。
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その他 類似団体内順位
17/42

全国平均
12.9

兵庫県平均
12.2

その他の分析欄

　その他の大部分を占める、国民健康保険事業費などの特別会計
への繰出金は、決算額は増となっていることにより、経常収支比率
は0.2ポイント悪化している。
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補助費等 類似団体内順位
15/42

全国平均
10.0

兵庫県平均
9.6

補助費等の分析欄

　下水道事業会計補助金の減などにより、補助額は減少しており、
補助費等に係る経常収支比率は類似団体を下回っている。なお、
企業債償還額の減少などにより、今後の補助額は減少するものと
見込まれる。
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公債費 類似団体内順位
39/42

全国平均
18.6

兵庫県平均
21.5

公債費の分析欄

　土地開発公社経営健全化に伴い多額の市債を発行したことなど
から、公債費が増嵩しており、類似団体よりも高くなっている。今後
も公債費は高い水準で推移することが見込まれることから、構造
改善に向けた取組を推し進めていく中で、投資的経費を圧縮する
など、市債発行の抑制に努めつつ公債費の適正な管理を行ってい
く。
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公債費以外 類似団体内順位
20/42

全国平均
71.6

兵庫県平均
70.1

公債費以外の分析欄

　定数削減や給与等の抑制などにより人件費は減少傾向にあり、
類似団体と比較すると、0.1ポイント下回っている状況である。しか
し、特に生活保護受給者の割合（保護率）が高いことが、本市の財
政状況の硬直化の大きな要因となっているため、引き続き適正な
執行に向けた見直しを行っていく。
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